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第４次地域管理経営計画書（多摩森林計画区）の変更について

第４次地域管理経営計画（多摩森林計画区）の一部を次のとおり改める。

Ⅰ 国有林野の管理経営に関する基本的な事項

（２）国有林野の管理経営の現況・評価

ア 計画区内の国有林野の現況

本文については省略

図－２ 主な樹種構成（材積比）
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２ 機能類型に応じた管理経営に関する事項

（１）機能類型毎の管理経営の方向

当計画区の特色を活かし、森林に対する国民の要請が、国土保全や水源のかん養に加え、

地球温暖化防止、生物多様性の保全、森林環境教育の推進、森林とのふれあいや国民参加

の森づくり等の面で多様化していることを踏まえ、林産物の供給や地域振興への寄与にも

配慮しつつ、開かれた「国民の森林」の実現に向けた取組を推進する。このため、国有林

の地域別の森林計画との整合に留意し、国有林野を国土の保全や水源のかん養を重視する

「水土保全林」、豊かな生態系の維持・保存や保健・文化・教育的な利用を重視する「森

林と人との共生林」及び木材の安定的、効率的な供給を重視する「資源の循環利用林」の

３つに区分し、次のような管理経営を行うこととする。この場合、国有林の地域別の森林

計画における公益的機能別施業森林と本計画で定める機能類型区分との関係については、

表－１のとおりである。

なお、機能類型に応じた機能の発揮と整合性を図りつつ、針葉樹林、広葉樹林及び針広
混交林等の林相の維持・改良等に必要な施業の結果、得られる木材を有効利用し、政策的
・計画的に供給することとする。特に再生可能エネルギーとしてのバイオマス利用等、地
域のニーズに応じて木材を供給することとする。

また、機能発揮に支障を及ぼさない範囲で齢級構成の平準化を図る主伐を計画的に行う
こととする。

森林性猛禽類の生息には、餌動物の生息環境を含め、採餌・営巣環境が大きく影響する

ことから、全ての機能類型において関係者の協力を得るなどにより、クマタカ、オオタカ

等希少猛禽類の生息地等の具体的な情報を収集するとともに、有識者等との情報交換等を

緊密に行い、森林性猛禽類の生息環境の保全に取り組むこととする。

特に、希少野生生物の生息、生育が確認された場合、当該箇所の周辺で森林施業を行う

時は、関東森林管理局に設置している「希少野生生物の保護と森林施業等に関する検討委

員会」において、施業等を行う場合の留意点又は施業等を取りやめること等について、専

門家の立場からの意見を聴取し、その意見を踏まえて対応することとする。
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表－１

機能類型と公益的機能別施業森林の関係について

（単位：面積 ha）

地域管理経営計画にお 国有林の地域別の森林計画における 当計画区の
ける機能類型区分 公益的機能別施業森林 該当する森

林の面積

土砂流出・ ・ 山地災害防止機能／土壌保全機能維持増進森林
40

国 崩壊防備 ・ 水源涵養機能維持増進森林
水 土

保 ・ 山地災害防止機能／土壌保全機能維持増進森林
土 全 気象害防備 ・ 快適環境形成機能維持増進森林 －

タ ・ 水源涵養機能維持増進森林（立地条件（海岸）
保 イ により除外する場合もある。）

プ
全 ・ 快適環境形成機能維持増進森林

生活環境保全 ・ 水源涵養機能維持増進森林（立地条件（都市部） －
林 により除外する場合もある。）

水源かん養タイプ ・ 水源涵養機能維持増進森林 142

森 ・ 保健文化機能維持増進森林
林 自然維持タイプ ・ 水源涵養機能維持増進森林 5
と ・ 山地災害防止機能／土壌保全機能維持増進森林
人 （立地条件により区分する場合もある。）
と
の ・ 保健文化機能維持増進森林
共 森林空間利用タイプ ・ 水源涵養機能維持増進森林 911
生 ・ 山地災害防止機能／土壌保全機能維持増進森林
林 （立地条件により区分する場合もある。）

資源の循環利用林 ・ 水源涵養機能維持増進森林（分収林については、 94
契約に基づく取扱いを行う。）

合 計 1,192
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（２）地域ごとの機能類型の方向

ア 高尾陣馬地区（201～221林班）

本文については省略


